














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































日本道路公団 地方自治体 民間 合計 時期別
1954 1 1
1955 1 1 4
1956 1 1 2




1960 2 1 3
1961 1 1 2 4
1962 2 2 2 6
1963 1 1 6 8 36
1964 3 3 5 11
1965 3 4 7
1966 1 1 2
1967 1 3 4
1968 3 3 6 18
1969 1 1 2
1970 3 1 4





国立公園名 道路名 区間 営業開始
磐梯朝日 磐梯吾妻道路 信夫高湯―土湯 1959年
日光 金精道路 湯元―菅沼 1965年
　同 日光道路第1イロハ 馬返―中宮祠 1954年
　同 日光道路第2イロハ 　同 1965年
上信越高原 草津道路 草津―長野原 1964年
　同 志賀草津道路 志賀高原―草津 1970年
富士箱根伊豆 箱根新道 湯元―箱根峠 1962年
　同 乙女新道 御殿場―仙石原 1964年
　同 東伊豆道路（伊東） 伊東―八幡野 1956年
　同 　同　　　 （熱川） 八幡野―熱川 1962年
　同 下田道路 河津―下田 1957年
　同 遠笠山道路 富戸―遠笠山 1960年
　同 富士宮道路 上井出―根原 1970年
　同 東伊豆道路 熱川―河津浜 1967年
中部山岳 立山登山道路 美女平―みだが原 1955年
伊勢志摩 伊勢道路 伊勢宇治―磯部 1965年
瀬戸内海 寒霞渓道路 樫尾―険阻山 1970年
大山隠岐 大山道路 伯仙―大山寺 1963年
阿蘇 別府阿蘇道路 湯布院―一の宮 1964年
　同 阿蘇登山道路 黒川―古中坊 1957年
雲仙天草 雲仙道路 小浜―雲仙温泉 1957年
　同 島原道路 島原―雲仙温泉 1960年
　同 天草連絡道路 三角―松島林田温泉 1966年
霧島屋久 霧島道路 小林―高千穂河原 1961年
2-地方公共団体によるもの
支笏洞爺 支笏湖畔 支笏湖畔―ポロピナイ 1967年
十和田八幡平 八幡平 燕の湯―トロコ 1962年
磐梯朝日 磐梯山 檜原磐梯峯線鞍部―源橋猪
苗代スキー場　 1970年
日光 ボルケーノハイウエイ 那須湯元―大丸 1965年
秩父多摩 三峰登山 二瀬―三峰 1967年
上信越高原 バードランド 長野市―戸隠 1964年
富士箱根伊豆 スバルライン 河口湖―五合目 1964年
　同 宇佐美 宇佐美―大仁 1963年
　同 御坂トスネル 河口湖―御坂 1967年
　同 表富士周廻線 御殿場市中畑―富士市山宮 1969年




吉野熊野 大台ケ原 伯母峯峠―大台ケ原 1961年
　同 潮岬 潮岬―出雲 1968年
山陰海岸 但馬海岸 豊岡―竹原 1966年
大山隠岐 大山環状 黒田―宮西 1968年
　同 日御碕神社線 枡水原―御机 1965年
瀬戸内海 六甲 灘篠原―六甲前ヶ辻 1956年
　同 奥再度 再度公園―山田柿木畑 1957年
　同 裏六甲 板木―原山 1962年
　同 野呂山登山線 有野唐框―六甲山 1968年
阿蘇 仙酔峡 一の宮―仙酔峡 1964年
　同 阿蘇山観光 湯の谷―阿蘇山 1965年
3-民間によるもの
磐梯朝日 羽黒山 羽黒口―羽黒山 1957年
　同 湯殿山 湯殿口―湯殿山 1963年
上信越 鬼押出 峯の茶屋―鬼押出 1963年
　同 三原 鬼押出―三原 1963年
　同 万座 石津―万座 1958年
　同 三笠 峯茶屋―三笠 1963年
　同 万座峠 万座峠―万座 1960年
日光 山王峠八丁湯 山王峠―八丁湯 1968年
富士箱根伊豆 長尾峠 湖尻峠―長尾峠 1968年
　同 吉田林道 浅間神社―馬返 1963年
　同 大島 湯場―御神火茶屋 1963年
　同 芦ノ湖スカイライン 箱根峠―湖尻 1962年
　同 伊豆スカイライン 熱海峠―巣雲山 1962年
　同 　同 巣雲山―冷川―富士見台 1964年
中部山岳 美女平 桂台―美女平 1968年
　同 立山室堂 追分―室堂 1964年
伊勢志摩 朝熊山 伊勢―鳥羽 1964年
瀬戸内海 芦有 芦屋―有馬 1961年
　同 屋島 屋島口―屋島山上 1961年
　同 五色台 根香―五色台 1964年
霧島 佐多岬 馬籠―佐多岬 1964年
阿蘇 赤川道路 久住山―赤川 1969年
注　天野重行「公園道路の設計」，『国立公園』1968年1月，218号，21-4頁より作成。
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なおこれらの国立公園関連観光有料道路は，日本道路公団の24道路，地
方自治体の22道路，民間の22道路と建設主体が適当に按配されている。
こうした国立公園の観光インフラの建設は，厚生省自然公園行政当局の
認可をえて行なわれたのは当然であるが，国策あるいは地方自治体の肝い
りで行われた点に留意しておきたい。これらの観光有料道路は，高度成長
前期の観光ブームをささえ，国立公園の国民的による過剰な利用を準備す
ることになった。
高度成長前期にすすめられた政府の観光開発政策は，観光道路の建設を
軸とした全般的な観光政策であった。
内閣総理大臣官房総理府内に置かれた観光事業審議会は，政府の意をう
けて，すでにあった1958年を初年度とする道路整備５カ年計画と別に，
1958年11月に「観光事業振興基本計画」（昭和35−38年計画）と題する答
申を提出した（1）。
政府は，この答申に沿って，1959年２月に新たな「道路整備５カ年計画」
を閣議決定した。この「道路整備５カ年計画」は，1958―62年の５カ年で，
総額１兆円の投資を予定し（2），とくに国立公園へのアクセスとしての観光
有料道路を重視し，そのための投資2000億円を用意した（3）。
この「道路整備５カ年計画」は，実は1955年に東京オリンピック誘致に
失敗した後，1959年にIOCで1964年に東京開催の承認をえた東京オリンピ
ックがらみの観光道路建設計画であった（4）。
1959年に東京オリンピック開催が承認されると，池田総理大臣は，1961
年12月に観光事業審議会に「オリンピック東京大会開催にともなう観光対
策いかん」を諮問した。1962年７月に観光事業審議会は「観光事業審議会
の答申について」と題して答申を提出した。
この答申の骨子は，１，海外に観光宣伝活動を行なうと共に，２，受入
れ体制として，宿泊対策，交通対策，なかんずく空港，港湾，鉄道，道路，
自動車，内航海運，通信の対策，等を強化し，旅行案内施設等を整備し，
３，外客にたいする接遇の充実をはかる，というものであった（5）。
高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組
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何時の世も，どこの国もオリンピックを自国の経済を盛り上げるために
利用してきた。その経済効果は膨大で，東京オリンピックも日本経済の発
展に大きく貢献した（6）。
この答申をうけて政府は，さらに観光政策を本格化するため，1963年５
月に自民党，社会党，民社党の３党共同提案による「観光基本法案」を国
会に提出し承認をえた。「観光基本法」は1963年６月に制定された（7）。
観光基本法の趣旨は，附則で指摘されているように，「国際親善の増進，
国際収支の改善，国民生活の緊張の緩和等国民経済の発展と国民生活の安
定向上に寄与する」ための「政策の目標」を示すというものであった（8）。
政府は，観光基本法の制定を契機に，中央では総理府内閣官房審議室に
観光推進の部署を置き，各地の自治体は観光課を設置した。これは奇妙な
話であるが，自然公園を観光資源ととらえる中央の意向を反映して，地方
の自治体の多くは，自然公園行政を観光課に担当させることになった（9）。
こうして観光開発が地域開発の旗印となっていき，自然公園のある地域
では観光開発という名の地域開発熱に取りつかれ，中央，地方の政府は，
1962年10月の「全国総合開発計画」（一全総）に導かれ，国土の観光開発
に邁進することになった。
1963年７月に池田総理大臣は，「観光政策審議会」に「国民所得倍増計
画を目標とする長期計画に対応する観光政策について」審議するように諮
問した。観光政策審議会の答申に先立ち，1964年９月に議長臼井総理府総
務長官，各省事務次官クラスからなる政府主導の「観光対策連絡会議」は，
「国際観光地及び国際観光ルート」を内定して公表し，オリンピックに向け
て国際観光事業の推進をはかった（10）。
そして1965年10月29日に，観光政策審議会は，諮問の答申として，先に
みた「国際観光地及び国際観光ルート」案を踏襲した「国際観光地及び国
際観光ルートの整備方針」を提起し，政府は，観光道路の整備を精力的に
すすめた（11）。
この国際観光地ルート整備方針は，多くの国立公園に関わっており，国
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立公園の交通インフラを整備すると同時に，国立公園の自然を乱開発し，
著しい自然破壊，環境悪化を生み出していくことになる。
こうして高度成長期の中盤に，オリンピック景気と観光ブームが高揚し，
観光開発が大々的に進展し，国立公園の観光開発にも拍車がかかり，各地
の国立公園の過剰利用，乱開発と自然の破壊の問題，その反対の環境保全，
自然保護の問題が生み出されていった。
ｃ　高度成長後期1965―71年の観光開発政策
『自然保護行政のあゆみ』が指摘しているように，1960年代の後半から
「引き続いた高度経済成長と国土開発の波が，公害と自然破壊という歪みの
顕在化によって，社会の激しい抵抗に会い，遅ればせながら対応の姿勢を
整えながらも，なお一方で既定の開発路線を強力に進めていった時代であ
った。したがって，この時期，各方面で公害防止と環境保全のための制度
高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組
注
（１）佐藤寛政「道路行政と観光道路」，『国立公園』1960年４月，No.125．６
−７頁。
（２）同上，８頁。
（３）藤森謙一「有料道路の現況と将来について」，『国立公園』1960年４月，
No.125．11−２頁。
（４）同上，12頁。
（５）観光事業審議会「観光事業審議会の答申について」，『国立公園』1962年
８月，No.153，２−４頁。
（６）関晴香「東京オリンピック大会について」，安居院平八「オリンピックと
観光」，『国立公園』1962年３月，No.148.
（７）「観光基本法公布さる」，『国立公園』1963年８月，No.165，２頁。
（８）同上，２頁。
（９）前掲『自然保護行政のあゆみ』，135−６頁。
（10）「国際観光地および国際観光ルート内定する」，『国立公園』1964年９月，
178号，22頁。
（11）詳しくは「国際観光地及び国際観光ルートの整備方針びついて」，『国立公
園』1965年12月，No.193，を参照。
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が創設あるいは強化される一方，各地で開発と保全との対立，衝突が生じ
た。」（1）
まず，政府のすすめた高度成長後期の新しい観光開発政策からみてみよ
う。
政府は，1965年「国際観光地及び国際観光ルートの整備方針」の答申に
沿って，道路建設をすすめたことはいうまでもない。
さらに政府は，1969年には第二次全国総合開発計画（新全総）を提起し，
開発に拍車をかけた。この計画は，林野面で「大規模林業圏開発計画」を
樹立し，全国７大規模林業圏（743万ヘクタール）を設置し「25の大規模
林道（総延長1898キロメートル）を開設し」，うち「森林レクリエーショ
ンエリア整備」を行ない，林道の枠を超えた観光自動車道路を建設し，明
らかに「森林の収奪と観光開発を狙ったもの」であり，1970年代，80年代
に問題化する（2）。
他方，政府は，高度成長後期に入って，観光開発政策をすすめながら，
そこに従来の政策を反省する動きを示した。
その一つは，1965年10月29日に提出された，行政管理庁「行政管理庁の
観光行政監査結果に基づく勧告」であった（3）。
「勧告」は，第１，「観光資源の保護管理および観光地の環境保全につい
て」，第２，「外客の誘致および接遇について」，第３，「観光行政の総合的
推進について」について「行政監査」を行なって，かなり立入った観光行
政についての現状の欠陥を指摘し，改善の方向を示唆した。
ここで，「勧告」の内容を詳しく紹介している紙幅がないので，ごく簡単
に観光行政の批判点だけを指摘するにとどめたい。
注目すべき勧告があるのは，第１「観光資源の保護管理および観光地の
環境保全について」の節で，この節は，１「観光資源の保護管理につい
て」，２「各種事業と観光資源の保護との調整について」，３「公園計画の
整備について」，４「観光資源の荒廃汚損防止について」からなっていた。
１「観光資源の保護管理について」の項では，いくつかの保護規制があ
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るにもかかわらず「根本的には財政措置が伴わないため，最近の経済事情
の変遷，都市的環境の急速な発展による風致景観の破壊に対処し得ない実
情」を率直に指摘し，わが国における「観光資源の保護管理」の欠陥を批
判した。そして「国民的遺産や優秀な自然景観等」について「保護の万全
を期するため」，特別保護地区の追加などの「措置」を提起した。
２「各種事業と観光資源の保護との調整について」では，「観光資源の保
護と競合」していることを認め，「いずれも長期的視野を欠きその場しのぎ
の対策に終わっている実情」を批判した。「重要な観光資源について一旦破
壊されると回復は困難である」とし，これを防止するために，関係機関相
互の事前の十分な「連絡調整」と「開発と観光資源保護との調和」の「必
要」と勧告した。
３「公園計画の整備について」では，「未だ詳細計画のない等未整備のも
のがある」と指摘し，「風致景観の維持管理を適切にするために公園計画の
整備を促進する」必要を勧告し，特別保護地区の少ない現状を批判した。
４「観光資源の荒廃汚損防止について」では，「最近，観光地において
は，公衆道徳の欠如および法令規則無視の一般的風潮によって無許可の工
作物設置や土石採取および観光客，地元住民，売店業者による汚物，ゴミ
等の投棄その他の汚損行為等観光地の風致景観を害している事例がきわめ
て多い。」という現実を指摘し，その防止策を「勧告」した。
すなわち１「塵芥その他の収集，焼却施設，公衆便所等の施設を整備す
るとともに，臨時指導員制度を拡充し，共同監視体制の整備によりパトロ
ールを強化すること」。２「国民一般の観光道徳高揚」の施策を各種講じ
る。３違反者への「罰則」の周知，強化をはかるなどと指摘した。
以上のように，「勧告」は，国立公園当局による観光資源の保護管理行政
の不備，欠陥を一般的に指摘し，改善の方向を提示した注目に値する「勧
告」であった。これは，これまで政府のすすめた観光行政が，観光の促進
のみに目を奪われ，観光の生み出す弊害に目をつむり，放置してきたこと
に気づきはじめ，改善を迫られていたことを示している。しかしこの反省
高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組
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は，多分に抽象的で，改善の勧告も一般的なものにとどまっていたと指摘
しなければならない。
1965年10月29日に行政管理庁の勧告がなされたすぐ後に，鈴木善幸厚生
大臣は，同年11月20日に，自然公園審議会に「今後予想されるべき社会経
済の変動に応じて自然公園行政は如何にあるべきか，その基本的方策につ
いて」の諮問を行なった（4）。
鈴木善幸厚生大臣は，自然公園審議会に諮問をだすに際して，国民の生
活向上，レクリエーション需要の急増という現状を踏まえ，「地域開発や観
光開発による自然の破壊が指摘され，世論の批判を受けている」と現状を
認識したうえで，従来の自然公園の「管理，計画，利用」について綜合的
に審議し，「抜本的な検討」を要請したのであった。
自然公園審議会は，1965年11月に「自然公園行政の基本に関する中間答
申」を提出した（5）。この中間答申は，後の最終的な答申の骨格をなすもの
であったが，多くの論点が未検討であったため，「中間答申」として公表さ
れた。
自然公園審議会は，1965年11月に諮問がだされてから２年８ヶ月後，総
合部会を14回，分科会を27回を開催するという前例をみない熱心さで審議
を続け，1968年６月に，２万字を越えるかなり大部な，極めて特異かつ重
要な自然公園政策を提起した「自然公園行政の基本的方策に関する答申」
を提出した。答申は，以下のような目次からなっている（6）。
前文
第１部　総論
第１章　今後予想されるべき社会経済の変動とその影響
第２章　今後の自然保護と野外レクリエーションの展望
第３章　現行自然保護制度の問題点
第４章　今後の自然公園行政の発展
第２部　当面の基本的施策
第１章　自然公園体系の発展
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第２章　公園計画の確立
第３章　自然公園の保護
第４章　自然公園の利用の増進
第５章　自然保護思想の徹底
この膨大な答申のうち，おもに国立公園の管理保護の欠陥についての現
状認識と現状の改善提案についての言及を紹介しておきたい。
第１部「総説」の第１章「今後予想される社会経済の変動とその影響」
では，人口増加と都市化，所得水準の向上，労働時間の縮小，交通網の発
達について指摘し，その影響として，余暇の増大と野外レクリエーション
需要の拡大が生まれると指摘し，自然公園内のレクリエーションの意義を
強調した。
そして産業経済活動の進展は，「都市周辺から急速に自然を失わせ，自然
環境は後退を余儀なくされる」だけでなく，「野外レクリエーション需要の
急速な増大は，自然公園の過剰利用を招来し，今後ますます重要度を加え
るべき自然保護が，一層危機にさらされるという深刻な問題を提起するこ
ともまた疑いがない」と指摘し，自然公園行政の当面している問題点を抉
り出した。
第２章「今後の自然保護と野外レクリエーションの展望」は，まず１「自
然保護」の節で，わが国の変化に富み優美な風景や原始的な景観を示して
いる「自然の場を対象として現に進みつつある各種の国土開発は，自然保
護の危機をもたらしつつある」と現状を批判的に述べ，「したがって，在来
の自然保護のみでは，急速に拡大する自然破壊に適切に対処することは困
難となりつつあり，計画的積極的な自然保護の施策が講じられることが必
要である」と指摘した。
ここでは「自然」が，「野外レクリエーションの場」であるだけでなく
「学術研究の対象」であり，自然公園法で示された「風致的な観点からだけ
でなく」「自然そのもの」としてとらえられ，自然の保護が「生物とその環
境全体を含めた一体として」の「保護」でなければならないと指摘された。
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そして「自然を保護することは，すなわち，人間と自然との正しい関係
を確立し，人間が生きる環境の質を保全し，最終的には人間の福祉の向上
を目指すものにほかならない」のであり，「このために，自然景観の破壊，
大気の汚染や水質の汚濁等にたいしては，新しい科学や技術を応用し，科
学的に自然保護を進めるとともに，自然景観の破壊を予防し，ひとたび破
壊された自然は速やかに復元する努力を怠ってはならない」と高らかに宣
言された。
以上のように答申は，開発による自然破壊の現状を認識し，自然公園法
の自然を風景・景観とみる素朴な自然認識を乗り越えて，より明確な自然
と自然保護の概念を提起し，計画的積極的な自然保護施策の必要を提言す
るものであった（7）。
第２章の２「野外レクリエーション」の節では，野外レクリエーション
が，現代社会において「増大する精神的緊張を緩和し，活力を再生産し，
体力の増進に寄与」し，「失われつつある健全な人間性の回復をはかり，人
間的能力の向上に資する」ものと指摘された。つづいて野外レクリエーシ
ョン需要の急増状況と，そこに生まれる過密状況を解消する必要が指摘さ
れた。
答申の「野外レクリエーション」論は，この種の政策論で初めて自然公
園の利用が，観光業界的な営利主義的発想からではなく，レジャー概念に
基づく野外レクリエーションの問題として正しく提起された（8）。
第３章「現行自然公園制度の問題点」では，まず「地域制」を取り上げ
ているが，「土地所有権その他の財産権や，各種の国土開発との調整に留意
しなければならない」点を指摘し，「公用制限の運用を強化するための管理
体制の充実を図るとともに，公園としての機能を果たすために不可欠な土
地を確保する方策」の「必要」が一般的に指摘された。
つづいて野外レクリエーションの急激な増加によって生じている自然公
園の「過剰利用」が，「自然破壊の要因ともなっている」と，自然公園制度
の問題点として指摘された。そして「このような過剰利用を防止し」今後
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に対処するため「既存の公園の利用の適正化，合理化」と新たに自然公園
の「開発」と著しく立ち遅れている「施設整備」の「充実と新規開発」の
必要が提起された。
第４章「今後の自然公園行政の方向」では，当面する状況の中で，問題
解決のための「今後の自然公園行政の中心的課題」が提起された。それは，
１自然公園の量的拡大，２「積極的に自然の保護と利用の適正を図るため」
の「適正な公園計画」の策定と「既存の公園計画」の「再検討」，３自然公
園の管理の複雑性に鑑み，「業務量の大幅な増加に対処して，適切な管理体
制を確立」し「管理体制の充実」に努めること，４自然公園「利用の増大
に対処するため」の「公共施設，休養施設の整備」，そのための「財政措置
の充実」，５「自然愛護思想の普及」，「自然に親しむ野外レクリエーション
の啓蒙」などであった。
第２部は，「当面の基本施策」として，五つの章を設けて当面の基本施策
を論じた。第１章「自然公園体系の発展」では，自然公園の拡大と充実を
述べ，「自然の風景をドライブしながら楽しむレクリエーション」のための
「道路公園」の設定，整備をあげ，相変わらず開発促進を主張した。
第２章「公園計画の確立」では，「公園計画の意義」を述べ，「公園計画
の立て方」として，「自然景観の保護を基調として，今後の野外レクリエー
ション需要の増大にこたえるためには，長期的な見通しのもとで，保護と
利用とを賢明に調整した公園計画が策定されなければならない」とした。
さらに「保護計画」で従来，特別地区を第１種，第２種，第３種に区分
して規制に強弱をつけていたものを制度化する必要が提起された。
第３章「自然公園の保護の強化」では，５点をあげ，１自然保護を徹底
するため民有地の買収の必要，２景観的だけでなく「生態学的に貴重な自
然が純粋に保存されている地域を恒久的に保存するために」自然保存地区
制度の設置の必要，３管理体制の充実のために，現下の国立公園の現地管
理要員の不足と制度的弱体を認め，「その強化の必要」，４「自然公園の美
化清掃」の重視を指摘し，清掃費の補助と特別な清掃措置の必要，５「各
高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組
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種の開発や過剰な利用により一度破壊された自然であっても，これをすみ
やかに復元するような措置が必要」，などが提言された。
第４章「自然公園の利用の増進」では，１不足している野外レクリエー
ションのため公共施設の改善，２自然の風景を損なうことなく「道路，駐
車場，園地等の基盤的公共施設の整備」，「野営場，スキー場，水泳等各種
の公共的レクリエーション施設を計画的に整備」，「将来の自動車旅行の増
大に対処し」，そのための「施設を重点的に整備」，３「国民宿舎」「国民保
養センター」「国民休暇村」などの「快適でしかも低廉に利用できる施設の
改善，４民間資本「企業としてややもすると，自然の保護を等閑視しがち
である」と認め，民間資本の「健全な育成をはかるため，積極的かつ適切
な指導」の必要など開発について提言した。
第５章「自然保護思想の徹底」では，１「自然保護教育の普及」，２「自
然保護技術の振興」，自然復元のための「自然保護に関する研究部門の充
実」，３「さしあたり一大国民運動を起し，『自然保護憲章』の制定をはか
ること，などを提言した。
以上『答申』の内容について立ち入った説明を行なってきたが，ここで
注目される論点を４点ほどにまとめることができる。第１に『答申』は，
国立公園の過剰利用あるいは自然公園の開発による著しい自然破壊と環境
汚染が生じている現状を厳しく認めていることである。第２に『答申』は，
国立公園の自然破壊や環境汚染の原因が，自然公園管理・保護体制の著し
い脆弱さにあることを認めていることである。第３に『答申』は，著しく
脆弱な自然公園管理・保護体制を改めて，自然公園管理・保護体制の強化
のため，各種の施策，管理機構の拡充・充実を提起していることである。
第４に『答申』は，自然公園財源の増額を指摘していることである。
確かに答申は，国立公園の過剰利用あるいは自然公園の開発によって生
じた自然破壊・環境汚染を認めて，自然保護，環境保全の必要を強調し，
これまでの自然公園審議会の答申にはまったくみられなかった画期的なも
のであった。
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しかし，答申は，相変わらず今後のニーズに応じるための観光開発の必
要を主張し，これまで著しく脆弱な自然公園管理・保護体制を放置し，自
然公園審議会が安易な開発に組みしてきたことにたいする反省については
一言も触れていなかった。答申は，あたかも対応が遅れたから問題が起き
たかのように論じており，答申を検討している直前に日光国立公園内の尾
瀬地区に自動車道開設計画を認可したり，吉野熊野国立公園内の北山川電
源開発計画を認可したことへの反省をどこにも示していなかった。
また後に詳論するように，答申の多くの提言が，ごく一部実行されただ
けで，実行されなかった部分が多く，多分に実行のともなわない建て前論，
空論，絵餅に終わっている面が著しい。とくに国立公園管理保護を強化す
るための財源増強の提言などは，まったく実現されなかった。
従って，答申は，すべて正しい当然の提言ではあるが，野放しの観光開
発の進行にたいする警戒心，抵抗を示しただけであって，観光開発による
自然破壊にたいする自然公園行政の怠慢の弁解，自然公園行政のアリバイ
つくり的な政策提言に終わっていると指摘せざるをえない。
政府は，その後，1968年４月に，「観光政策審議会」に「国民生活にお
ける観光の本質と将来像」について諮問をだし，1969年４月17日に「国民
生活における観光の本質と将来像」の第１次「答申」（9）と，さらに1970年
７月28日に「経済社会の発展に伴う生活水準の変化に対応する観光のあり
方及びそれを達成するための基本的方策」の第２次答申をだした（10）。
これらの答申も，それ自体注目すべき多くの論点を提起し，先の自然公
園審議会「自然公園行政の基本的方策に関する答申」の内容と思想的にも
方法論的にも，極めて共通な考え方を見出すことができるが，ここではこ
れ以上言及するのを割愛する。
佐藤内閣は，こうした審議会での自然保護政策を打ち出したほか，公害
を防止し自然保護，環境保全を強化する独自の方策として二つの施策を提
起した。その一つは環境庁の設置であり，もう一つは，自然保護憲章の制
定準備の支援であった。
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1960年代の公害反対運動と自然保護・環境保全運動の激化に直面し，佐
藤政府は，1967年に公害対策基本法を制定したが十分な対応ができず，
1969年に縦割り行政を越えて，公害対策本部を組織し，公害対策の総合的，
抜本的な検討に取組み，公害対策基本法，自然公園法の改正を行ない，1969
年末に，環境保全関係の行政一元化をめざし，総理府内に環境庁の設置を
決定した。佐藤政府は，環境庁の設置を1971年１月の閣議で了承をえて，
急遽，同年２月16日に環境庁設置法案を閣議決定し，国会に提出し，環境
庁設置法は５月24日に成立し，環境庁は７月１日に発足した（11）。
自然公園行政は，1971年７月に環境庁が設置され，環境庁自然保護局に
編成替えされたが，自然保護局とそのもとでの自然公園行政については，
環境庁設立後の1970年代，80年代の国立公園制度の問題に関わる問題であ
り，本稿では考察の課題ではない。
1974年に制定された自然保護憲章制定の準備は，1960年代の中頃から始
まったが，これについては，後に言及する。
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